



















































（2011）では，1950 ～ 1960 年代に入省した厚生官僚を対象に，厚生事務次官・社会保険庁長官・環
境事務次官の各キャリアパスを分析，厚生官僚が官職を重ねていく中で，次官・次官級・他府省次
官に昇進ルートが分化していく過程を明らかにしている（8）。副田義也（2014）は，1962 年の社会保険

















（7）　築島尚（2006）「キャリアの人事制度と官僚制の自律性」『岡山大学法学会雑誌』55 巻 2 号，61 頁。




（11）　佐々木典夫（2003）『私の厚生行政─霞が関での 36 年のあゆみ』中央法規出版，173‐189，217‐246 頁。





本稿の構成はつぎのとおりである。第 2 節では，予備的考察として，1949 ～ 1992 年までの社会
局長のキャリアパスを分析し，省内における社会局長の位置づけを確認する。同様の目的で，第
3 節では，1954 ～ 1992 年までの援護局長（13）のキャリアパスの分析を行う。第 4 節では，社会・援
護局長のキャリアパスのうち，厚生省期（1992 ～ 2001 年）について，第 5 節では，厚生労働省期

















































1970 ～ 1990 年代の社会局長の位置づけについては，見解が十分とはいえないのが現状である。こ









②出身省庁については，厚生省 15 人，内務省 7 人となっていた。その理由は，1940 年代末～
1960 年代にかけて，社会局長に就任した厚生官僚の多くが，1930 年代の高等文官試験合格者であ
り，1938 年の厚生省設立前に，内務省に入省し，官吏としての第一歩を歩んでいたからである。









に，他府省局次長 1 人とは木村忠二郎のことであり，1948 年，経済安定本部労働局次長から厚生省
社会局長に昇任する形で就任している（24）。
④到達年数については，平均入省 27.8 年で社会局長に到達した計算となるが，データの分布を
みると，つぎのように整理することできる。すなわち，入省 30 年代（30 ～ 32 年）が 9 人，入省 20
年代（20 ～ 29 年）が 12 人，入省 10 年代（19 年）が 1 人となっており，局長就任年代別でみれば，
1940 年代末～ 1970 年代は入省 20 年代，1980 ～ 1990 年代は入省 30 年代がそれぞれ中心を占めて
いた。
⑤在職期間については，平均 2 年 1 ヶ月であり，その内訳は，2 年以上が 9 人，1 年以上 2 年未満
が 9 人，1 年未満が 4 人となっていた。とくに，1940 年代末～ 1960 年代に就任した厚生官僚は，在
職期間が長期にわたる傾向があり，安田巌（1952 年局長就任）は 7 年以上，木村忠二郎（1948 年局
長就任）と今村譲（1965 年局長就任）は約 4 年にわたって社会局長を務めている。ちなみに，当時
の厚生官僚からすれば，1 ～ 1 年半の在職期間は，社会局長としては短期の在職と感じていたよう
（24）　木村忠二郎先生記念出版編集刊行委員会編（1980）『木村忠二郎日記─故・木村忠二郎先生記念』社会福祉
研究所，540 頁。
出身大学 東京大学 21 人，京都大学 1 人
出身省庁 厚生省 15 人，内務省 7 人
直前官職
（省内）局長 20 人，局長級 1 人
（省外）局次長 1 人
到達年数 平均 27.8 年
入省 32 年　2 人 入省 26 年　2 人
入省 31 年　4 人 入省 25 年　2 人
入省 30 年　3 人 入省 24 年　1 人
入省 29 年　2 人 入省 20 年　1 人
入省 28 年　3 人 入省 19 年　1 人
入省 27 年　1 人
在職期間 平均 2 年 1 ヶ月
2 年以上　9 人











　 局長 次官…… 1 人
表１　厚生省社会局長のキャリアパスデータ（1949 ～ 1992 年：22 人）
出典： 戦前期官僚制研究会編・秦郁彦（1981）『戦前期日本官僚制の制度・組織・人事』東京大学出版会，厚
生省 50 年史編集委員会編（1988）『厚生省 50 年史』資料篇，厚生問題研究会，秦郁彦編（2001）『日本
官僚制総合事典─ 1868‐2000』東京大学出版会。
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　であり，高田正巳（1959 年局長就任）・太宰博邦（1960 年局長就任）・牛丸義留（1964 年局長就任）
の回顧はそのことを裏付けるものである（25）。
⑥退任後の官職ルートについては，全部で 5 パターンに分類することできる。各パターンを列挙
すると，⒜次官 4 人，⒝次官級─次官 8 人，⒞次官級 7 人，⒟退官 2 人，⒠他府省局長─他府省次
官 1 人であり，社会局長経験者のうち，12 人（55％）が厚生官僚の最高位である次官，7 人（32％）
が次官級（社会保険庁長官）に就任していた。また，年代別でみた場合，1940 年代末～ 1970 年代に

















を迎えたのち，1945 年 11 月末の陸軍省・海軍省の廃止を契機として，戦後初期の数年間は，援護
行政を担う中央省庁の再編が繰り返された。すなわち，第一復員省・第二復員省の設立（1945 年
12 月）─復員庁の設立（1946 年 6 月）─厚生省第一復員局の設立（1947 年 10 月）─引揚援護庁の設




（25）　高田正巳（1970）「社会局の思い出」厚生省社会局編『社会局 50 年』厚生省社会局，27 頁，太宰博邦（1970）「保





1954 年 4 月，海外からの復員引揚事業が目標の 95％に達したこと，また，未帰還者調査事業が
進捗をみたこともあって，引揚援護庁はその行政使命を終え閉鎖，厚生省の内局となり，新たに引
揚援護局が設立された（28）。その後，戦傷病者戦没者遺族に対する援護事業が中心となったことに伴
い，1961 年 6 月，局名から「引揚」の 2 文字を取り除き，援護局と改称している（29）。1954～1992 年
の間に，厚生官僚 26 人が局長に就任しているが，彼らのキャリアパスデータ（表２）を分析すると，
以下の傾向を見出すことできる。
①出身大学については，東京大学 20 人，京都大学 3 人，九州大学 2 人，日本大学 1 人と，東京
大学出身者が全体の 77％を占めていた。その一方で，他大学出身者も 23％を占めており，さきに
みた社会局長経験者ほど，東京大学出身者に偏重していない傾向がうかがわれる。
（28）　厚生省援護局編（1977）『引揚げと援護 30 年の歩み』厚生省，30 頁，厚生省社会・援護局援護 50 年史編集委員
会監修（1997）『援護 50 年史』ぎょうせい，146 頁。
（29）　前掲『引揚げと援護 30 年の歩み』32 頁，前掲『援護 50 年史』290 頁。
出身大学 東京大学 20 人，京都大学 3 人，九州大学 2 人，日本大学 1 人
出身省庁 厚生省 20 人，内務省 5 人，台湾総督府 1 人
直前官職
（省内）局長級 2 人，局次長 4 人，局次長級 6 人，部長 8 人
（省外）局長級 4 人，その他官職 2 人
到達年数 平均 26.8 年
入省 31 年　2 人 入省 26 年　1 人
入省 30 年　2 人 入省 25 年　1 人
入省 29 年　6 人 入省 23 年　5 人
入省 28 年　4 人 入省 22 年　2 人
入省 27 年　3 人
在職期間 平均 1 年 6 ヶ月
2 年以上　7 人











局長 局長 次官級 次官……1 人
局長級 局長 次官級 次官……1 人





表２　厚生省援護局長のキャリアパスデータ（1954 ～ 1992 年：26 人）
出典： 戦前期官僚制研究会編・秦郁彦（1981）『戦前期日本官僚制の制度・組織・人事』東京大学出版会，厚
生省 50 年史編集委員会編（1988）『厚生省 50 年史』資料篇，厚生問題研究会，秦郁彦編（2001）『日本
官僚制総合事典─ 1868‐2000』東京大学出版会。
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　②出身省庁については，厚生省 20 人，内務省 5 人，台湾総督府 1 人となっており，とくに，引






順に列挙すると，局長級（引揚援護庁次長・官房長）2 人，局次長 4 人，局次長級（官房総務審議
官・官房審議官）6 人，部長 8 人，他府省局長級 4 人，その他官職 2 人であり，全体の 77％にあた
る 20 人が，局次長・局次長級・部長・その他官職から昇任する形で，援護局長に就任したことに
なる。なお，他府省局長級 4 人とその他官職 2 人の内訳は，総理府社会保障制度審議会事務局長 3
人，環境庁長官官房長 1 人，内閣官房首席内閣参事官 2 人であり，いずれも厚生官僚の有力な出向
先であった。
④到達年数については，平均入省 26.8 年となっており，社会局長の平均入省年数（27.8 年）より
も 1 年早い傾向にあった。各データの分布については，入省 30 年代（30 ～ 31 年）が 4 人，入省 20
年代（22 ～ 29 年）が 22 人，年代別では，1950 ～ 1980 年代が入省 20 年代，1990 年代が入省 30 年
代が中心を占めていた。
⑤在職期間については，2 年以上が 7 人，1 年以上 2 年未満が 14 人，1 年未満が 5 人，平均 1 年
6 ヶ月となっていた。ちなみに，もっとも在職期間が長いのは，実本博次（1965 年局長就任）であ
り，約 4 年近くにわたって援護局長の座にあった。ついで，引揚援護局長であった田邊繁雄（1954
年局長就任）と河野鎮雄（1957 年局長就任）も，在職期間が約 3 年と，比較的長期にわたり在職し
ていた。
⑥退任後の官職ルートについては，全部で 9 パターンを確認することができる。詳述すれば，表
２に示すとおり，局長や次官級を経て次官に至る 5 つのパターン（5 人），同様に，次官級に至るパ




庁長官や，1950 ～ 1970 年代前半の間に就任した局長─田邊繁雄（1954 年局長就任）・梅本純正

















わち，1988 年 10 月に総務庁・大蔵省の連名で出された「行財政改革の推進について」によって，恩
給・援護年金受給者の減少傾向に対応するため，厚生省援護局（進達庁）と総務庁恩給局（裁定庁）
の体制見直しの検討を進めていく方針が示された（34）。これを受け，厚生省では局課体制の再編に着







出身大学 東京大学 5 人
出身省庁 厚生省 4 人，自治省 1 人
直前官職
（省内）局長 2 人，局次長級 1 人，部長 1 人
（省外）局長級 1 人
到達年数 平均 30.0 年
0
入省 32 年　1 人
0 0
0
入省 30 年　2 人
0 0
0
入省 29 年　2 人
0 0

















　局長級　　　　局長 局長 次官……1 人
表３　厚生省社会・援護局長のキャリアパスデータ（1992 ～ 2001 年：5 人）
出典： 厚生省社会・援護局援護 50 年史編集委員会監修（1997）『援護 50 年史』ぎょうせい，秦郁彦編（2001）
『日本官僚制総合事典─ 1868‐2000』東京大学出版会。
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④到達年数については，平均 30.0 年であり，その内訳は，入省 30 年代（30 年・32 年）が 3 人，
入省 20 年代（29 年）が 2 人となっていた。一方，⑤在職期間については，2 年以上が 2 人，1 年以




⑥退任後の官職ルートについては，⒜次官級 1 人，⒝退官 3 人，⒞他府省官職（局長級─局長（2
回）─次官）1 人の全 3 パターンを確認することができる。ここで特筆されるのが，厚生事務次官
（35）　炭谷茂（2009）「炭谷茂─社会福祉基礎構造改革はどのようにすすめられたのか」蟻塚昌克『証言　日本の社




































（41）　山口剛彦（元厚生事務次官：1996 ～ 1999 年）と羽毛田信吾（元厚生事務次官：1999 ～ 2001 年）は佐野利昭と同





























いた。このことから，厚生省社会・援護局長の 100％，社会局長の 95％，援護局長の 77％に比べ，
厚生労働省社会・援護局長は，東京大学出身者に偏重する傾向がもっとも低いといえる。
②出身省庁については，厚生省 9 人（75％），労働省 3 人（25％）となっていた。詳述すると，




（48）　行政改革会議事務局 OB 会編（1998）『21 世紀の日本の行政─内閣機能の強化，中央省庁の再編，行政の減
量・効率化』行政管理研究センター，419 頁（行政改革会議事務局「第 23 回行政改革会議議事概要」（1997 年 7 月
23 日）による）。
（49）　前掲『21 世紀の日本の行政』585 頁（行政改革会議事務局「第 29 回行政改革会議議事概要」（1997 年 9 月 17 日）
による）。
（50）　前掲『21 世紀の日本の行政』493 頁（行政改革会議事務局「第 27 回行政改革会議議事概要（集中審議第 4 日）」
（1997 年 8 月 21 日）による）。
（51）　前掲『21 世紀の日本の行政』687 頁（行政改革会議事務局「第 4 回企画・制度問題及び機構問題合同小委員会議








のとなっていた。すなわち，省内においては，局長 4 人，局長級（政策統括官）1 人，局次長級（官
房審議官）1 人，部長 2 人，地方支分局長 1 人，省外においては，他府省局長級（政策統括官）1 人，
その他官職 2 人と，6 人が局長（局長級）からの横滑り，6 人が昇任という形で，社会・援護局長に
就任している。
④到達年数については，12 人全員が入省 30 年代・平均 33.3 年であった。厚生省期の平均到達
年数を概観すると，社会局長が 27.8 年，援護局長が 26.8 年，社会・援護局長が 30.0 年であったこ
とから，厚生労働省期の平均到達年数は高い傾向にあるといえよう。なお，到達年数が高い 3 人
─石井淳子（36 年）・阿曽沼慎司（35 年）・村木厚子（35 年）─は，局長初任後，社会・援護
局長は 3 回目ないし 4 回目に経験するポストであった。また，⑤在職期間については，2 年以上が
4 人，1 年以上 2 年未満が 6 人，1 年未満が 2 人であり，その平均は 1 年 6 ヶ月と，援護局長の平均
在職期間（第 3 節参照）と同じ年数であった。
⑥退任後の官職ルートについては，⒜次官 1 人，⒝局長─次官 1 人，⒞局長（2 回）─次官 1 人，
⒟局長─次官級 1 人，⒠退官 6 人，⒡他府省官職（局長級─次官級）1 人の，合計 6 パターンを確
認することができる。くわしく述べると，次官に到達した 3 人は，（ⅰ）村木厚子・（ⅱ）阿曽沼慎
出身大学 東京大学 8 人，京都大学 2 人，高知大学 1 人，一橋大学 1 人
出身省庁 厚生省 9 人，労働省 3 人
直前官職
（省内）局長 4 人，局長級 1 人，局次長級 1 人，部長 2 人，地方支分局長 1 人
（省外）局長級 1 人，その他官職 2 人
到達年数 平均 33.3 年
入省 36 年　1 人 入省 33 年　2 人
入省 35 年　2 人 入省 32 年　4 人
入省 34 年　2 人 入省 31 年　1 人
在職期間 平均 1 年 6 ヶ月
2 年以上　4 人

























表４　厚生労働省社会・援護局長のキャリアパスデータ（2001 ～ 2018 年：12 人）




























（54）　水田邦雄（元厚生労働事務次官：2009 ～ 2010 年）は中村秀一と同期（1973 年入省），二川一男（元厚生労働事務










































第三に，厚生省社会・援護局長のキャリアパスについては，第 4 節でみたとおり，次官級 1 人





409‐410 頁。高田浩運（1914.2.4 ～ 1977.7.17）は，東京大学卒業後，1936 年に内務省入省，1963 ～ 1965 年の間，厚
生事務次官を務めた。
（65）　河野共之（1992）「花道を通って─髙木局長を偲ぶ」髙木玄追悼集刊行会編『髙木玄さん』髙木玄追悼集刊行










第 5 節で述べたとおりであるが，厚生労働事務次官まで昇任できたのは 27％と，社会局長（55％）
には及ばないものの，援護局長（19％）や厚生省社会・援護局長（0％）に比べれば，その割合は
上がっている。さらに時期を区分して述べれば，2000 年代は 16％であったのに対し，2010 年代は
40％と，近年，その傾向は社会局長に近いものとなりつつある。しかしながら，局長退任後の人数
比率（昇任者 5 人・退官者 6 人）をみる限り，省内における社会・援護局長の位置づけは，高いと
も低いともいえず，中間に位置しているというのが現状であろう。
厚生労働省の設立後，2001 ～ 2018 年の間に，13 人の厚生労働事務次官が誕生しているが，その
うち，社会・援護局長経験者が占める割合は 23％である。すなわち，阿曽沼慎司・村木厚子・鈴
木俊彦の 3 人であるが，次官就任時期に着目すれば，阿曽沼が 2010 年，村木が 2013 年，鈴木が









（69）　2010 年代の次官輩出部局を整理すると，阿曽沼慎司（2010 年次官就任）は医政局，金子順一（2012 年次官就
任）は労働基準局，村木厚子（2013 年次官就任）は社会・援護局，二川一男（2015 年次官就任）は医政局，蒲原基道
（2017 年次官就任）は老健局，鈴木俊彦（2018 年次官就任）は保険局となっていた。前掲『厚生労働省名鑑』各年版。
（70）　厚生労働大臣が幹部人事に直接介入した例としては，⒜舛添要一（2007 ～ 2009 年）による医系技官の人事改革，




副大臣 742 日』八月書館，233‐234 頁。
（71）　舛添厚生労働大臣は，2009 年 7 月，外口崇（医系技官）を保険局長に，阿曽沼慎司（法令事務官）を医政局長に
それぞれ据えることで，長年，医系技官の指定ポストであった医政局長の人事慣例を崩すことに成功した。この舛
添による医系技官の人事改革以降，ただ 1 例を除き，医政局長には法令事務官が就任するようになったが，その一
方で，医系技官の局長就任事例にも大きな変化が生じている。すなわち，2014 年 7 月の三浦公嗣（医系技官）の老
健局長就任と，2016 年 6 月の鈴木康裕（医系技官）の保険局長就任である。長年続いてきた医系技官と法令事務官
の「棲み分け人事」の変化が，局長人事全体にどのような影響を与えたかは，改めて検証する必要があろう。
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らについては，今後の課題とし，稿を改めることとしたい。
（こんどう・たかあき　元新潟県事務職員（行政職））
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